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  (注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してい

ない。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

    ３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載していない。

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第93期

前第２四半期 
連結累計期間 

第94期
当第２四半期 
連結累計期間 

第93期
前第２四半期 
連結会計期間 

第94期 
当第２四半期 
連結会計期間 

第93期

会計期間 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年
４月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
７月１日 

至平成21年 
９月30日 

自平成22年 
７月１日 

至平成22年 
９月30日 

自平成21年
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（百万円）  76,970  72,541  37,968  42,371  159,725

経常利益又は経常損失（△）（百

万円） 
 △159  △624  △105  140  1,706

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（百万円） 
 △347  △1,639  41  △837  646

純資産額（百万円） － －  25,349  23,881  26,130

総資産額（百万円） － －  145,516  127,138  133,168

１株当たり純資産額（円） － －  300.08  284.68  312.31

１株当たり四半期（当期）純利益

又は１株当たり四半期純損失

（△）（円） 

 △4.20  △19.83  0.50  △10.12  7.81

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  17.1  18.5  19.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △5,911  13,660 － －  374

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △2,854  733 － －  △3,006

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 375  △4,952 － －  △6,009

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（百万円） 
－ －  18,647  27,763  18,355

従業員数（人） － －  1,940  1,885  1,862
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 当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はない。 

  

 当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

  

(1)連結会社の状況 

  (注) 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期連結会計期間の平均人員を[ ]外数で記載して 

    いる。 

  

(2)提出会社の状況 

  (注) 従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は、当第２四半期会計期間の平均人員を[ ]外数で記載している。

     

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数 (人) 1,885   [243]

  平成22年９月30日現在

従業員数 (人) 1,701   [173]
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(1) 受注実績 

  

(2) 売上実績 

 (注)１．当社グループでは建設事業以外は受注生産を行っていない。 

２．当社グループでは生産実績を定義することが困難であるため、「生産の状況」は記載していない。 

３．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

  前第２四半期連結会計期間  該当なし 

  当第２四半期連結会計期間  医療法人社団三成会  百万円  ％ 

   

(3) 売上にかかる季節的変動について 

 建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１四半期連

結会計期間から第３四半期連結会計期間における完成工事高に比べ、第４四半期連結会計期間の完成工事高が多くな

るといった季節的変動がある。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

報告セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日)  

建設事業（百万円） （ ％減） 31,803 27.3

合計（百万円） （ ％減） 31,803 27.3

報告セグメントの名称
当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
 至 平成22年９月30日)  

建設事業（百万円） （   ％増） 36,350 1.0

不動産事業（百万円） （ ％増） 6,021 204.1

合計（百万円） （ ％増） 42,371 11.6

5,100 12.0
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 なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりである。 

  

提出会社の受注工事高及び売上高の状況 

(1) 受注工事高、売上高、繰越工事高 

 (注)１．前期以前に受注した工事で、契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注高にその増 

     減額を含む。また、前期以前に外貨建で受注したもので、当期中の為替相場の変動により契約金額に変更 

     のあるものについても同様に処理している。 

２．期末繰越高は（期首繰越高＋期中受注高－期中売上高）である。 

  

期別 区分  
期首繰越高
（百万円） 

期中受注高
（百万円） 

計
（百万円） 

期中売上高
（百万円） 

期末繰越高
（百万円）

 前第２四半期累計期間 

 （自 平成21年４月１日 

   至 平成21年９月30日） 

建設事業           

建築工事  123,475  67,355  190,831  67,384  123,446

土木工事  10,031  4,584  14,616  2,270  12,345

計  133,506  71,940  205,447  69,655  135,791

不動産事業 － － －  2,085 － 

合計  133,506  71,940  205,447  71,740  135,791

 当第２四半期累計期間 

 （自 平成22年４月１日 

   至 平成22年９月30日） 

建設事業           

建築工事  144,647  47,352  192,000  59,305  132,695

土木工事  11,697  3,563  15,260  3,597  11,663

計  156,345  50,916  207,261  62,902  144,358

不動産事業  －  －  －  5,581  －

合計  156,345  50,916  207,261  68,483  144,358

前事業年度  

 （自 平成21年４月１日  

   至 平成22年３月31日） 

建設事業           

建築工事  123,475  159,434  282,910  138,262  144,647

土木工事  10,031  10,818  20,849  9,152  11,697

計   133,506  170,253  303,759  147,414  156,345

不動産事業  －  －  －  3,262  －

    合計  133,506  170,253  303,759  150,677  156,345
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(2) 受注工事高 

  

(3) 売上高 

 (注) 売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりである。 

    前第２四半期会計期間  該当なし 

    当第２四半期会計期間  医療法人社団三成会  百万円  ％ 

  

(4) 繰越工事高（平成22年９月30日現在） 

  

 当第２四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはない。 

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はない。  

  

 当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はない。 

  

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第２四半期会計期間 

（自  平成21年７月１日 

至  平成21年９月30日） 

建設事業       

建築工事  2,455  39,154  41,609

土木工事  1,701  291  1,993

計  4,157  39,445  43,603

当第２四半期会計期間 

（自  平成22年７月１日 

至  平成22年９月30日） 

建設事業       

建築工事  1,200  28,430  29,631

土木工事  577  1,479  2,056

計  1,778  29,909  31,687

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

前第２四半期会計期間 

（自  平成21年７月１日 

至  平成21年９月30日） 

建設事業       

建築工事  6,602  27,817  34,419

土木工事  1,108  312  1,421

計  7,710  28,129  35,840

不動産事業 －  1,285  1,285

合計  7,710  29,414  37,125

当第２四半期会計期間 

（自  平成22年７月１日 

至  平成22年９月30日） 

建設事業       

建築工事  5,660  27,456  33,116

土木工事  999  841  1,840

計  6,659  28,297  34,957

不動産事業  －  5,250  5,250

合計  6,659  33,547  40,207

5,100 12.7

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

建築工事  23,110  109,585  132,695

土木工事  9,078  2,584  11,663

計  32,189  112,169  144,358

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】
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(1)業績の状況 

当第２四半期連結会計期間は、国内景気は着実に改善してきており、企業収益や企業の業況感も引き続き改善し

ているものの、海外景気の下振れ懸念や円高、デフレの影響など、景気を下押しするリスクもあり、当面、急速な回

復を見込めない状況となった。建設業界においては、設備投資、住宅投資は持ち直しに転じつつあるものの、その動

きは弱く、また公共投資も減少していることから、引き続き厳しい経営環境となった。 

このような状況の中、当第２四半期会計期間の連結業績は、売上高42,371百万円、営業利益459百万円、経常利益

140百万円となり、四半期純損失は投資有価証券評価損の計上等により837百万円となった。  

なお、当社グループの主たる事業である国内建設事業においては、契約により工事の完成引渡しが第４四半期に

偏る傾向があるため、第２四半期会計期間の経営成績は通期の業績予想に対し進捗率が低くなるという季節的変動が

ある。 

  

セグメントの業績は、次のとおりである。 

  

（建設事業） 

 完成工事高は前年同期比1.0％増の36,350百万円、完成工事総利益は前年同期比26.0％減の1,927百万円となっ

た。また、当社単体の受注高は、前年同期比27.3％減の31,687百万円となった。 

（不動産事業） 

 売上高は開発用不動産の売却により、前年同期比204.1％増の6,021百万円、不動産事業総利益は前年同期比

4,699.4％増の715百万円となった。  

   

(2)キャッシュ・フローの状況 

 当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、第１四半期連結会計期間末に比べ720百万円減少

し、27,763百万円となった。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動によるキャッシュ・フローは、たな卸資産の減少4,593百万円及び仕入債務の増加1,667百万円による収

入超過が、売上債権の増加6,094百万円による支出超過を上回ったこと等により、35百万円の収入超過となった。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産の売却による収入450百万円及び投資有価証券の売却及び償

還による収入209百万円が、定期預金の預入による支出98百万円を上回ったこと等により、575百万円の収入超過と

なった。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動によるキャッシュ・フローは、長期借入金の返済による支出2,462百万円及び短期借入金の純減少額897

百万円が、長期借入れによる収入2,300百万円を上回ったこと等により、1,263百万円の支出超過となった。 

  

(3)事業上及び財務上の対処すべき課題 

 当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はない。 

 なお、当社グループの中核たる当社では、2009年度を初年度とする３ヵ年の中期経営計画「ＡＤＶ（アドバリュ

ー）２０１１」に基づき、「高い総合力を誇るＶＡＬＵＥ創造専門家集団として、お客様満足を高め続ける企業」

と、「高い品質と健全性で社会からの信頼を高め続ける企業」を中期ビジョンとして掲げ、あらゆる活動を変革し、

新たな価値を提供する仕組みをつくりあげることで、成長の礎を構築することを目指している。  

  

(4)研究開発活動 

  当第２四半期連結会計期間の研究開発費の総額は142百万円である。 

  

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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(1)主要な設備の状況 

 当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

  

(2)設備の新設、除却等の計画 

特記事項なし。 

  

  

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

 該当事項なし。 

  

 該当事項なし。 

  

 該当事項なし。 

  

  

第３【設備の状況】

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  250,000,000

計  250,000,000

種類 
第２四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成22年９月30日） 

 提出日現在発行数（株）
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容

普通株式  85,488,000  85,488,000
東京証券取引所 

（市場第一部） 

単元株式数 

1,000株 

計  85,488,000  85,488,000 － － 

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高(株) 

資本金増減額
(百万円) 

資本金残高
(百万円) 

資本準備金増 
 減額(百万円) 

資本準備金残
高(百万円) 

 平成22年７月１日～ 

 平成22年９月30日 
 －  85,488,000  －  8,985  －  2,246
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 (注) 上記のほか、自己株式が2,780千株ある。 

(6)【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在 

氏名又は名称 住所
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

安藤建設株式会社社員持株会  東京都港区芝浦３－12－８  4,143  4.85

安藤建設株式会社藤花持株会  東京都港区芝浦３－12－８  4,009  4.69

株式会社みずほコーポレート銀行  東京都千代田区丸の内１－３－３  3,084  3.61

宮田毛織工業株式会社  愛知県一宮市朝日１－10－23  2,802  3.28

明治安田生命保険相互会社  東京都千代田区丸の内２－１－１  2,725  3.19

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社（中央三井アセット信託銀

行再信託分・ＣＭＴＢエクイティイ

ンベストメンツ株式会社信託口） 

 東京都中央区晴海１－８－11  2,454  2.87

株式会社東京都民銀行  東京都港区六本木２－３－11  1,905  2.23

シービーエヌワイデイエフエイイン

ターナショナルキャップバリューポ

ートフォリオ 

（常任代理人 シティバンク銀行株

式会社） 

 1299 OCEAN AVENUE,11F,SANTA  

 MONICA,CA 90401 USA 

（東京都品川区東品川２－３－14） 

 1,735  2.03

安藤フサ  東京都渋谷区  1,563  1.83

朝日生命保険相互会社  東京都千代田区大手町２－６－１  1,363  1.59

計 －  25,784  30.16
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①【発行済株式】 

 (注)「単元未満株式」の欄には、当社所有の自己株式が694株含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものである。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて役員の異動はない。 

(7)【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   2,780,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  82,444,000  82,444 － 

単元未満株式 普通株式    264,000 － 
一単元（1,000株）未満

の株式 

発行済株式総数  85,488,000 － － 

総株主の議決権 －  82,444 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

（自己保有株式） 

 安藤建設株式会社 

東京都港区芝浦 

３－12－８ 
 2,780,000  －  2,780,000  3.25

計 －  2,780,000  －  2,780,000  3.25

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高（円）  145  142  119  111  107  105

最低（円）  126  110  104  102  98  98

３【役員の状況】
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 １．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省

令第14号）に準じて記載している。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成している。 

  

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表について、並びに、当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び

当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、太

陽ＡＳＧ有限責任監査法人による四半期レビューを受けている。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金預金 27,948 18,603

受取手形・完成工事未収入金等 33,078 40,708

販売用不動産 2,151 2,290

未成工事支出金 ※  2,128 2,103

不動産事業支出金 5,123 9,618

繰延税金資産 446 442

その他 8,526 9,626

貸倒引当金 △89 △96

流動資産合計 79,313 83,297

固定資産   

有形固定資産   

建物・構築物 20,656 20,643

土地 17,016 17,410

その他 2,512 2,437

減価償却累計額 △11,773 △11,336

有形固定資産合計 28,412 29,155

無形固定資産   

ソフトウエア 200 261

のれん 458 484

その他 252 253

無形固定資産合計 911 1,000

投資その他の資産   

投資有価証券 11,622 14,117

繰延税金資産 5,064 3,748

その他 4,169 4,463

貸倒引当金 △2,356 △2,613

投資その他の資産合計 18,499 19,715

固定資産合計 47,824 49,870

資産合計 127,138 133,168
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（単位：百万円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形・工事未払金等 36,286 40,785

短期借入金 26,659 28,066

1年内償還予定の社債 650 770

未払法人税等 166 291

未成工事受入金 11,702 7,492

完成工事補償引当金 142 146

賞与引当金 180 490

工事損失引当金 ※  218 80

その他 4,980 3,811

流動負債合計 80,986 81,934

固定負債   

社債 3,550 3,875

長期借入金 9,343 11,988

繰延税金負債 1 1

再評価に係る繰延税金負債 4,721 4,721

退職給付引当金 3,292 3,283

その他 1,362 1,233

固定負債合計 22,269 25,102

負債合計 103,256 107,037

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,985 8,985

資本剰余金 5,474 5,474

利益剰余金 5,850 7,919

自己株式 △459 △459

株主資本合計 19,851 21,920

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 607 810

繰延ヘッジ損益 △10 △8

土地再評価差額金 3,049 3,033

為替換算調整勘定 47 75

評価・換算差額等合計 3,693 3,910

少数株主持分 336 299

純資産合計 23,881 26,130

負債純資産合計 127,138 133,168
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 71,503 65,384

不動産事業売上高 5,466 7,156

売上高合計 76,970 72,541

売上原価   

完成工事原価 66,790 61,983

不動産事業売上原価 5,040 6,122

売上原価合計 71,831 68,105

売上総利益   

完成工事総利益 4,712 3,401

不動産事業総利益 426 1,034

売上総利益合計 5,139 4,435

販売費及び一般管理費 ※  4,723 ※  4,604

営業利益又は営業損失（△） 416 △168

営業外収益   

受取利息 21 18

受取配当金 119 105

匿名組合投資利益 48 8

その他 45 47

営業外収益合計 234 179

営業外費用   

支払利息 567 494

コミットメントフィー 146 107

その他 95 33

営業外費用合計 809 635

経常損失（△） △159 △624

特別利益   

貸倒引当金戻入額 112 104

投資有価証券売却益 33 157

その他 17 61

特別利益合計 163 323

特別損失   

減損損失 21 20

投資有価証券評価損 313 1,925

貸倒引当金繰入額 442 109

その他 297 160

特別損失合計 1,074 2,216

税金等調整前四半期純損失（△） △1,070 △2,516

法人税等 △697 △911

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △1,604

少数株主利益又は少数株主損失（△） △25 35

四半期純損失（△） △347 △1,639
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高   

完成工事高 35,988 36,350

不動産事業売上高 1,979 6,021

売上高合計 37,968 42,371

売上原価   

完成工事原価 33,383 34,423

不動産事業売上原価 1,965 5,305

売上原価合計 35,348 39,729

売上総利益   

完成工事総利益 2,604 1,927

不動産事業総利益 14 715

売上総利益合計 2,619 2,642

販売費及び一般管理費 ※  2,275 ※  2,183

営業利益 344 459

営業外収益   

受取利息 12 13

受取配当金 4 4

受取保険金 － 15

匿名組合投資利益 36 6

その他 32 6

営業外収益合計 85 45

営業外費用   

支払利息 302 241

コミットメントフィー 141 101

その他 91 21

営業外費用合計 535 364

経常利益又は経常損失（△） △105 140

特別利益   

貸倒引当金戻入額 54 37

投資有価証券売却益 33 94

土地売却益 － 60

前期損益修正益 68 15

その他 0 －

特別利益合計 156 208

特別損失   

減損損失 18 14

投資有価証券評価損 289 1,531

固定資産除却損 147 0

その他 50 141

特別損失合計 506 1,688

税金等調整前四半期純損失（△） △455 △1,339

法人税等 △457 △517

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △822

少数株主利益又は少数株主損失（△） △38 14

四半期純利益又は四半期純損失（△） 41 △837
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △1,070 △2,516

減価償却費 468 536

減損損失 21 20

のれん償却額 13 26

貸倒引当金の増減額（△は減少） 362 △262

賞与引当金の増減額（△は減少） △718 △310

退職給付引当金の増減額（△は減少） 54 8

完成工事補償引当金の増減額（△は減少） △20 △4

工事損失引当金の増減額（△は減少） △70 137

受取利息及び受取配当金 △140 △123

支払利息 567 494

投資有価証券評価損益（△は益） 313 1,925

売上債権の増減額（△は増加） 23,929 7,890

たな卸資産の増減額（△は増加） △686 4,640

未成工事支出金の増減額（△は増加） △1,230 △24

仕入債務の増減額（△は減少） △19,713 △4,477

未成工事受入金の増減額（△は減少） △4,697 4,212

その他 △2,916 2,101

小計 △5,534 14,275

利息及び配当金の受取額 144 119

利息の支払額 △586 △506

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） 65 △227

営業活動によるキャッシュ・フロー △5,911 13,660
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △185 △205

定期預金の払戻による収入 144 265

有形固定資産の取得による支出 △246 △38

有形固定資産の売却による収入 64 450

無形固定資産の取得による支出 △44 △19

投資有価証券の取得による支出 △1,228 △129

投資有価証券の売却及び償還による収入 1,020 357

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による
支出

△2,027 －

その他 △351 52

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,854 733

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,039 △1,975

長期借入れによる収入 4,200 2,300

長期借入金の返済による支出 △4,506 △4,377

社債の発行による収入 500 －

社債の償還による支出 △410 △445

配当金の支払額 △413 △413

その他 △34 △41

財務活動によるキャッシュ・フロー 375 △4,952

現金及び現金同等物に係る換算差額 140 △34

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △8,249 9,407

現金及び現金同等物の期首残高 26,896 18,355

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  18,647 ※  27,763
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

会計処理基準に関する事項の変更  「資産除去債務に関する会計基準」の適用 

 「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第21号 平成20年３月31日）を第１四半期連結会計期間から適用して

いる。 

  これにより、当第２四半期連結累計期間の営業損失、経常損失がそれぞれ

２百万円、税金等調整前四半期純損失が66百万円増加している。また、当会

計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、96百万円である。 

【表示方法の変更】

  

 当第２四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日  

  至 平成22年９月30日）  

 四半期連結損益計算書関係   「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月

24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結累計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示している。  

  

 当第２四半期連結会計期間 

（自 平成22年７月１日  

  至 平成22年９月30日）  

 四半期連結損益計算書関係   前第２四半期連結会計期間において、営業外収益の「その他」に含めてい

た「受取保険金」は、営業外収益の総額の100分の20を超えたため、当第２

四半期連結会計期間では区分掲記することとした。なお、前第２四半期連結

会計期間の営業外収益の「その他」に含まれる「受取保険金」は 百万円で

ある。 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月

26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月

24日 内閣府令第５号）の適用により、当第２四半期連結会計期間では、

「少数株主損益調整前四半期純損失（△）」の科目で表示している。  

11
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【簡便な会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１．一般債権の貸倒見積高の算定方法  一般債権の貸倒見積高の算定方法については、前連結会計年度末に算定し

たものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度決算において

算定した貸倒見積率を使用している。  

２．たな卸資産の評価方法  

  

 たな卸資産の簿価切下げについては、収益性の低下が明らかなものについ

てのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっている。  

３．固定資産の減価償却費の算定方法 

  

 減価償却の方法として定率法を採用している固定資産の減価償却費につい

ては、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定している。 

４．繰延税金資産の回収可能性の判断  

  

 繰延税金資産の回収可能性の判断については、前連結会計年度末以降に経

営環境等、又は、一時差異等の発生状況に著しい変化が認められた場合に、

前連結会計年度において使用した将来の業績予測やタックス・プランニング

に当該著しい変化の影響を加味したものを利用する方法によっている。 

５．退職給付費用の算定方法 

  

 退職給付費用については、連結会計年度に係る退職給付費用の額を期間按

分して算定している。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

税金費用の算定方法  税金費用の算定については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年

度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積

り、税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失に当該見積実効税率を乗じ

て算定している。 

 なお、法人税等調整額は「法人税等」に含めて表示している。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１ 保証債務 

下記の会社の不動産前受金に対して保証を行ってい

る。 

１ 保証債務 

下記の会社の不動産前受金に対して保証を行ってい

る。 

㈱タカラレーベン 173 百万円

㈱ゴールドクレスト 95  

計  269     

㈱タカラレーベン 45 百万円

計 45  

３ ※ 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事

支出金と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表

示している。損失の発生が見込まれる工事契約に係

る未成工事支出金のうち、工事損失引当金に対応す

る額は、８百万円である。  

２ 受取手形裏書譲渡高 2 百万円

          ────── 

２ 受取手形裏書譲渡高 1 百万円

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１ ※ 販売費及び一般管理費の主なもの １ ※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 百万円2,131

退職給付費用    295

従業員給料手当 百万円2,187

退職給付費用    275

２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが下半期に集中

しているため、第１四半期連結会計期間から第２四半期

連結会計期間における売上高に比べ、第３四半期連結会

計期間から第４四半期連結会計期間の売上高が多くなる

といった季節的変動がある。 

２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期

間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、

第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季

節的変動がある。 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１ ※ 販売費及び一般管理費の主なもの １ ※ 販売費及び一般管理費の主なもの 

従業員給料手当 百万円1,052

退職給付費用    147

従業員給料手当 百万円1,052

退職給付費用    111

２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが下半期に集中

しているため、第１四半期連結会計期間から第２四半期

連結会計期間における売上高に比べ、第３四半期連結会

計期間から第４四半期連結会計期間の売上高が多くなる

といった季節的変動がある。 

２ 当社グループの売上高は、主たる事業である建設事業

において、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連

結会計期間に集中しているため、第１四半期連結会計期

間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、

第４四半期連結会計期間の売上高が多くなるといった季

節的変動がある。 
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

  

２．自己株式の種類及び株式数 

  

３．配当に関する事項 

配当金支払額 

  

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金預金勘定 百万円18,832

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △   185

現金及び現金同等物  18,647

現金預金勘定 百万円27,948

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △  185

現金及び現金同等物  27,763

（株主資本等関係）

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末   

普通株式（株）  85,488,000

株式の種類 
当第２四半期 
連結会計期間末   

普通株式（株）  2,780,694

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  413  5 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 (注)１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容 

 (1)事業区分の方法 

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案した。 

 (2)各区分に属する主要な事業の内容 

建設事業  ：土木・建築その他建設工事全般に関する事業 

不動産事業 ：不動産の販売、管理及び賃貸事業 

  

２．会計処理基準等の変更 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、第１四半期連結

会計期間から「工事契約に関する会計基準」を適用している。この変更に伴い、従来の方法と比較して、当第

２四半期連結累計期間の建設事業の売上高が4,839百万円、営業利益が300百万円増加している。 

  

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 全セグメントの売上高の合計に占める「日本」の割合が90％を超えているため、所在地別セグメント情報の記

載を省略している。 

   

 前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 海外売上高が連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略している。 

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

  
建設事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  35,988  1,979  37,968    －  37,968

(2)セグメント間の 

  内部売上高又は振替高 
 945  △10  934  △934  －

計  36,933  1,969  38,902  △934  37,968

 営業利益又は営業損失（△）   334  △193  140  203  344

  
建設事業
（百万円） 

不動産事業
（百万円） 

計
（百万円） 

消去又は全社 
（百万円） 

連結
（百万円） 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  71,503  5,466  76,970    －  76,970

(2)セグメント間の 

  内部売上高又は振替高 
 945  165  1,111  △1,111  －

計  72,449  5,631  78,081  △1,111  76,970

 営業利益  572  43  615  △199  416

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】
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１．報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものである。  

 当社は、建設事業を中心に事業活動を展開している。なお、「建設事業」及び「不動産事業」の２つを報告

セグメントとしている。 

 「建設事業」は土木・建築その他建設工事全般に関する事業である。「不動産事業」は不動産の販売、管理

及び賃貸事業である。  

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

  (注１) セグメント利益又は損失(△)の調整額△839百万円には、セグメント間取引消去１百万円、各報告セグメント

に配分していない全社費用△840百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般

管理費である。 

  (注２) セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っている。 

  

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

（単位：百万円）

  (注１) セグメント利益の調整額△414百万円には、セグメント間取引消去２百万円、各報告セグメントに配分してい

ない全社費用△417百万円が含まれている。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であ

る。 

  (注２) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っている。 

  

（追加情報） 

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成

21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号

平成20年３月21日）を適用している。 

【セグメント情報】

  
報告セグメント

調整額 
(注１) 

四半期連結損
益計算書計上
額(注２) 建設事業 不動産事業 合計

売上高           

外部顧客への売上高  65,384  7,156  72,541    －  72,541

セグメント間の内部売上高又は振替高  1  112  113  △113 － 

計  65,386  7,268  72,654  △113  72,541

セグメント利益又は損失(△)  13  656  670  △839  △168

  
報告セグメント

調整額 
(注１) 

四半期連結損
益計算書計上
額(注２) 建設事業 不動産事業 合計

売上高           

外部顧客への売上高  36,350  6,021  42,371    －  42,371

セグメント間の内部売上高又は振替高  0  71  71  △71 － 

計  36,350  6,092  42,443  △71  42,371

セグメント利益  343  529  873  △414  459
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

 当社は、賃貸借契約に基づき使用する事務所等のうち一部については、退去時における原状回復に係る債務

を有しているが、当該債務に関連する賃借資産の使用期間が明確でなく、現在のところ移転等も予定されてい

ないことから、資産除去債務を合理的に見積もることができない。そのため、当該債務に見合う資産除去債務

を計上していない。 

  

１．１株当たり純資産額 

  

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額 

 (注)(1)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

   (2)１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 (注)(1)潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式がないため記載していない。 

   (2)１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は以下のとおりである。 

  

 該当事項なし。 

  

 該当事項なし。 

  

（資産除去債務関係）

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 284.68円 １株当たり純資産額 312.31円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額（△） △4.20円 １株当たり四半期純損失金額（△） △19.83円

  
前第２四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純損失金額（△）（百万円）  △347  △1,639

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純損失金額（△） 

（百万円） 
 △347  △1,639

期中平均株式数（千株）  82,708  82,707

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純利益金額 0.50円 １株当たり四半期純損失金額（△） △10.12円

  
前第２四半期連結会計期間
（自 平成21年７月１日 
至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間
（自 平成22年７月１日 
至 平成22年９月30日） 

四半期純利益金額又は四半期純損失金額（△）

（百万円） 
 41  △837

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額又は四半期純損

失金額（△）（百万円） 
 41  △837

期中平均株式数（千株）  82,708  82,707

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項なし。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月９日

安藤建設株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士  永岡 喜好  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士  泉  淳一  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士  川松 久芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている安藤建設株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成

21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、安藤建設株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 2.会計処理基準に関する事項の変更」に記載され

ているとおり、会社は第１四半期連結会計期間から、「工事契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12

月27日）を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月９日

安藤建設株式会社 

取締役会 御中 

太陽ＡＳＧ有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士  永岡 喜好  印 

  
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員  公認会計士  川松 久芳  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている安藤建設株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成

22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、安藤建設株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政状

態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計期

間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

  

追記情報 

 「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更 会計処理基準に関する事項の変更」に記載されて

いるとおり、会社は第１四半期連結会計期間から、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年

３月31日）を適用している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

    ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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